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研究成果の概要（和文）：　本研究は、20世紀前半のドイツにおいて幼児教育と家族の関係がどのように議論さ
れたのか、雑誌や会議の議事録等の資料から明らかにすることを目的とした。特に注目したのは、1920年のドイ
ツ学校会議以降、ドイツでは事実上、就学前教育は教育領域の課題ではなく、福祉の領域に位置付けられた点で
ある。この背景にあるのが、幼児教育を家族マターと考える意識であるのだが、さらに、本研究では、幼児教育
の担い手たちが、学校体系から幼児教育を分離することを要求したことに注目した。この結果、この学校教育か
ら独立性と家族的であることの主張は、幼児教育がのちのナチスドイツと親和性を持つことになったことが明ら
かになった。

研究成果の概要（英文）：  Using the several educational journals and conference records, this 
research examines the relationship between early childhood education and family.  A discourse 
analysis showed that Kindergarten teachers regarded kindergartens not as schools, but family-like 
facilities. Therefore, kindergartens have been a part of the welfare system since ‘
Reichsschulkonferenz’ in 1921. Although German school systems were targeted by Nazis, Garman 
Kindergartens and families were admired during the Nazi era.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　現在、幼児教育改革がグローバルに展開してきており、大多数の国々で幼児教育は学校教育体系の基礎をなす
ものとして位置付けられるようになってきている。しかし、幼稚園発祥のドイツにおいては、連邦レベルでは未
だ福祉領域に位置付けられている。本研究では、この理由が20世紀初頭にまで遡るものであることとその論理が
家庭的であることの意義と密接に結びついていることを明らかにするものである。さらに、こういった幼児教育
施設が家庭的であることの主張が、ドイツにおいては、ナチス体制との親和性も持つことになったこと、それを
推進した論理が母性の論理であることを明らかにした点に本研究の学術的意義があると考えている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、２０世紀前半のドイツの幼児教育の制度化過程を扱うものであるが、この時期、
特に 1920 年はドイツの幼児教育において決定的な年であることは既に指摘されてきたところ
である（Rabe-Kleberg, U., 203,Gender Mainstreaming und Kindergarten, Berlin.）。という
のも、1920年のドイツ全国学校会議において、フレーベル以降、教育の一環として普及してき
た幼稚園（Kindergarten）が、教育系列ではなく福祉系列の施設としてみなされ、就学前教育
は、学校教育体系から切り離されて福祉事業に位置づけられたためである。この時期はドイツ
において学校教育体系の外に教育福祉職が成立する重要な時期にあたり（この点については、
Peukert,D.J.K., 1986, Grenzen der Sozialdisziplinierung, Köln.および、生田周二・大串隆吉・
吉岡真佐樹，2011，『青少年育成・援助と教育 ドイツの社会教育の歴史、活動、専門性に学
ぶ』有信堂を参照）、この学校外活動を支援する教育福祉職の一つとして幼児教育が位置づけら
れることになる。しかも、このときの決定が現在まで影響を与え、幼児教育を教育省ではなく、
家族・高齢者・女性・青少年省管轄のもとにおくという行政のあり方の基礎を形成することと
なった。ちなみに、日本では、幼稚園は文部科学省、保育所は厚生労働省に二元化されている
ことが問題になっているが、現在、ヨーロッパ諸国では、総じて幼児教育は、教育省管轄のも
とにある。このような現代の西欧諸国の趨勢のなかにあって、ドイツのみが幼児教育を福祉系
に位置づけ羅列づけている。では、なぜ、ドイツにおいて、幼児教育は教育系列から除外され
たのか、幼児教育が制度化された時点においてどのような議論がなされていたのか。 
 上記の問題を検討するにあたり、鍵を握るのは、この時代の家庭教育意識であり、家族観で
ある。これについては、すでに申請自身が、平成 22〜25 年に交付をうけた科研費基盤研究 C
「ヴァイマル期ドイツにおける消費社会の進展と家庭教育に関する社会史的研究」（研究代表 
小玉）を進める過程でその解明に着手してきた。この研究では多子家族団体に焦点をあてて家
族論の視点から家庭教育に関する研究をすすめてきたが、その過程で、家族論からのみではな
く、幼児教育からの家庭教育論へのアプローチが不可欠であることがあきらかになってきてい
る。 
 そのため、申請者は、2012年 12月のジェンダー史学会において、学会発表「20世紀前半の
ドイツにおける家庭教育の展開―1920年全国学校会議に焦点をあてて―」において、1920年
の全国学校会議において幼児教育が福祉系列に位置づけられることになったことを指摘した。
また、世紀転換期以降、ドイツにおいて幼児教育が家族概念を鍵として、きわめてジェンダー
化されてきたことについて、論文「ドイツにおける社会国家形成と教育福祉職の成立」（研究業
績 小玉 2013①）において、整理してきた。加えて、現代ドイツの分析もすすめてきており、
ドイツの幼児教育が他のヨーロッパ諸国にくらべて特殊性をもつものであることについて、申
請者が研究分担者として参加した、平成 24 年度文部科学省委託「幼児教育の改善・充実調査
研究」のなかの、「ドイツ」（研究業績 小玉 2013②）において、調査検討してきたところで
ある。 
 これまで申請者の研究では、1920年の学校会議の議論において、幼児教育が福祉に位置づけ
られた経緯等について概観したが、それが持つ意味について十分検討してきたとは言えない状
況にある。特に問題になるのは、幼稚園が福祉施設になるということは、ドイツの幼稚園の歴
史にとって、整合性のない事態であるという点である。そもそも幼稚園の創設者であるフレー
ベルは、トータルな人間の教育のスタートとして幼稚園を構想し、当然のことながら幼稚園は
教育体系の中に幼稚園を位置づけた。このことを踏まえれば、世紀転換期に活躍したフレーベ
ルの後継者たちである幼稚園教育のリーダーたちが、自らの実践が教育体系から除外されるこ
とに対してどのように考えていたのか、慎重かつ詳細な検討が必要になるだろう。 
 
２．研究の目的 
 本研究においては、幼児教育が福祉領域に限定されていく過程で、幼児教育の担い手たちが
具体的にどのように考えていたのか、幼児教育と家族イメージとの関係から明らかにすること
を目的としている。幼児教育の担い手たちが、幼児教育の制度化の中で、それをどのように推
進したのか、そこには、どのような葛藤、混乱があったのか、検討することとした。 
  
３．研究の方法 
 期間中に、まず、ドイツにおける幼児教育の制度化過程を１９世紀末からナチス期にいたる
まで、全体として整理することを試みた。その際に、やはり鍵を握るのが 1920 年の全国学校
会議で、その会議での議事録（Die Reichsschulkonferenz 1920．Jhre Vorgeschichte und 
Vorbereitung und ihre Verhandlungen. Deutsche Schulkonfernzen, Bd.3, Verlag Detlev 
Auvermann KG, Glashütten in Taunus, 1972.）分析を行い、特に、ここで委員となった Lilli  
Droescher、Elsa Schultes、Elisabeth Schwarz、Anna Winer-Pappenheimらの言動に注目
して、彼女たち実践家たちがどのように考えていたのかについて、さらに詳細な分析を行うこ
ととした。加えて、これが、ヴァイマル少年福祉法の制定過程においてどのように議論される
ことになるのかについて、分析をする。これらの議事録については、東京大学において所蔵さ
れていることを確認している。 
 幼児教育の制度化過程を整理した上で、本研究の中心的分析は、雑誌の分析とした。分析対
象に考えているのが雑誌『幼稚園』（Kindergarten）と、加えて、幼児教育のみならず、『ドイ



ツ女教師雑誌』（Deutsche Lehrerinnenzeitung）、『女教師』（Die Lehrerin）の分析も行った。
これらとその周辺の資料は、ベルリンの教育史研究図書館（ Bibliothek für 
Bildungsgeschichtliche Forschung）および、ライブツィヒにあるドイツ国立図書館（Deutsch 
Nationalbibliothek）に所蔵されていることから、これらの資料から、幼児教育の教師および
女子教師たちの動向を分析した。 
 
４．研究成果 
 本研究において幼児教育の制度化過程を分析してきたが、そこでのキー概念は、家族と家庭
教育としてきた。なぜならば、幼児教育が福祉領域に位置づけられるのにあたり、基本的に幼
児教育と家族の関係が問われていたことによる。ヴァイマル憲法で明言されたように、子ども
の成長にとって、最も重要なものはあくまでも家族であって、幼児教育は副次的な課題と位置
づけられていた。しかし、もし、幼児教育が家庭で行えるものであるとすると、母親がすれば
いいということになり、幼児教育に携わる教師の専門性は存在しないこととなる。この点こそ
が、フレーベル以降の幼児教育の担い手たちがかかえる自己矛盾に他ならない。というのも、
母親が働く貧民を対象とした幼児教育施設と異なり、フレーベル自身は、経済的余裕のある中
産階級、すなわち家庭教育意識が高く、母親が家庭にとどまっている階層をそのターゲットと
してきたからである。 
 研究を進める中で、幼児教育に限らず、ドイツの教育制度の中では、常に底流のように「母
なるもの」の意義が語られてきたことも確認することができた。19 世紀を通じて「母親の意義」
が教育の基本として常に議論されてきたといってもいい。このような教育学の歴史は、20世紀
の幼児教育の制度化にも大きな影響を与えることとなった。 
 また、20 世紀になるとアメリカから母の日がドイツに輸入される。この母の日はドイツで瞬
く間に普及し、特に幼児教育や初等教育において歓迎されることとなる。母の日を通して、家
庭教育と幼児教育の連携と接続が強化されていく動きが見られた。何より、幼児教育は、そこ
で働く教員のほとんどが女性であるというきわめてジェンダー化された教育業界である。教師
と母が接点を持ちつつ違いの位置付けを高めていったと言える。 
 1921 年に終わることになるドイツ学校会議で、当時、幼児教育のリーダーであったリリー・
ドロシャーは、幼児教育が学校教育と異なる性質のものであることを力強く主張した。そのこ
とは彼らの独自性の宣言であり、学校教育とは異なる専門性の主張である。確かに、ドロシャ
ーは自らの専門職を守ろうとしたと言えるのであるが、しかし、その論拠が「家族的なるもの」
であり「母なるもの」であるとき、それは、高い教育を受ける必要のあるもの、資格によって
背位置付けられるものではなくなってしまうことになる。 
 1933 年にナチスが政権を取ってから、ドイツのそれまでの学校制度は徹底的にナチス化のた
めの弾圧を受けることとなった。しかし、学校教育体系から分離独立していた幼児教育はその
体制を大きく変えることなく生き残ることができた。それどころかナチスによってフレーベル
は礼賛され、幼児教育は家族をナチスに取り込むための重要な役割を担うこととなる。幼児教
育における「母なるもの」の主張は、ナチスのイデオロギーと共振しつつその力を増していく
こととなったことも明らかになった。 
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